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第 6 章では、危機対応対としての CEO 辞任について 1991 年以降の 88 件を分析し、危機の発生源が経営サイド
にあり、またコントロール可能であり、かつ被害が深刻な場合に取られる手段であることが明らかとなった。これ
により、法的刑罰や社会的制裁が免除されることが分かった。 
第 7 章では、我が国で過去発生した様々な企業危機とその対応を整理し、ネガティブ感情への対応、および類型
化モデルに従った対応が望ましいことについて考察した。 
第 8 章では類型化した企業危機に対して対応戦略の方向性の提言を行うとともに、今後の研究として、厳しいビ
ジネス環境の問題やマスメディアの影響について更なる研究が必要であることを述べた。 
 
本研究は、企業危機の発生プロセスを左右する諸要因を類型化し、危機に際しての企業としての適切な対応が最
も大きく影響することを明らかとし、その影響の大きさは日米では異なる反応を示すことを示した。また、日本的
な対応としての CEO 辞任に至る要因を事例ベースで明確化した。また、我が国では、危機対応に対しては被害者を
含むステークホルダ―のネガティブ感情に配慮することが極めて重要であることを示した。本研究は、我が国では
体系的な研究が少ない、危機に直面した企業の対応の戦略や対応策の策定において考慮すべき点を明らかとした。
本研究により、企業危機全般の対応を構造化するまでには至っていないが、その類型化と危機対応の戦略の方向性
を提案したことは、さらなる発展性と著者の今後の取り組みにも大いに期待できる。以上により、審査では、全員
一致で学位審査の合格を確認した。したがって、本論文の著者は博士（システムデザイン・マネジメント学)の学位
を受ける資格があるもの認める。 
